
物件費
8億4,308万円　12.9％

義務的経費
33億1,324万円
50.6％

任意的経費
32億2,966万円
49.4％

公債費
5億9,006万円　9.0％

普通建設事業費
2億7,952万円　
4.3％

繰出金
8億7,148万円
13.3％

補助費
12億506万円
18.4％ 一般会計からの援助は８億9,396万円

◉特別会計は、町が運営する特定の事業予算のこと
です。一般会計とは別に歳入歳出予算が決められ
ており、御船町には、７つの特別会計があります。
そのため、特別会計の歳入予算が不足する場合は、
一般会計から繰出金の支出を行っています。繰出
金は、国の基準によって決まっていますが、御船
町はその基準以上に繰出しています。今年は主に、
国民健康保険事業へ２億3,628万円、介護保険事
業へ３億317万円、下水道事業へ２億3,759万円
を繰出しします。

特別会計 予算額 前年度比

国民健康保険事業 28億1,631万円 2億8,035万円増

介護保険事業 17億3,982万円 3,006万円減

後期高齢者医療事業 ２億488万円 280万円増

緑の村運営事業 1,980万円 271万円増

公共下水道事業 ４億2,450万円 6,030万円減

情報通信基盤施設運営事業 5,016万円 2万円増

水道事業 ３億4,094万円 331万円減
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◉議会費＝町議会議員の報酬や議会
　　　　　運営の経費
◉民生費＝一定水準の生活と安定し
　　　　　た社会生活を保障するた
　　　　　めの経費
◉農林水産業費＝農業委員会、農林
　　　　　水産業の対策や振興、農
　　　　　業土木などの経費
◉土木費＝道路、橋、河川、砂防、
　　　　　都市計画、町営住宅など
　　　　　の経費
◉教育費＝教育委員会や小中学校、
　　　　　社会教育などの全ての教
　　　　　育関係の経費
◉公債費＝町が事業をするために借
　　　　　りたお金の返済に充てら
　　　　　れる経費
◉総務費＝通常必要とされる事務費
　　　　　や維持管理費、統計、選
　　　　　挙、戸籍、財政、企画な
　　　　　どの経費
◉衛生費＝住民が健康にして衛生的
　　　　　な生活環境を保持するた
　　　　　めの経費
◉商工費＝商工業の振興や観光事業
　　　　　などの経費
◉消防費＝災害防除や災害が発生し
　　　　　た場合の被害軽減のため
　　　　　の活動に対する経費
◉災害復旧費＝災害によって生じた
　　　　　被害の復旧に要する経費
◉諸支出金＝行政目的を有しない経
　　　　　費（公営企業の貸付金等）

扶助費
12億9,197万円　19.76％

人件費
14億3,121万円　
21.9％

その他
3,052万円　
0.5％

その他内訳
維持補修費　1,731万円
災害復旧費　　203万円
積立金　　　　118万円
予備費　　　1,000万円

　平成27年度一般会計の予算額（選挙後１号補正分を含む）は、
65億4,290万円です。一般会計の歳入は、前年度の当初予算額と
比較して２億6,800万円減少しています。これは、町道整備事業、
ふれあい広場およびポケットパーク整備事業などを行った緊急経済
対策事業が完了したことが影響しています。

◉自主財源＝地方公共団体が自主的
　　　　に収入できる財源のこと
◉依存財源＝国や県の意思により定
　　　　めれた額を収入されること
◉地方交付税＝地方公共団体が等し
　　　　く事務を行うことができる
　　　　よう一定の基準により国が
　　　　交付する税のこと
◉地方譲与税＝国税として徴収し、
　　　　そのまま地方公共団体に対
　　　　して譲与される税のこと
◉国庫・県支出金＝本来国や県が行
　　　　うべき事務を町へ委託する
　　　　場合や、町が行う事業に対
　　　　して一定の割合で国や県が
　　　　補助する場合に交付される
　　　　もの
◉町債＝町が資金調達のため、国や
　　　　民間金融機関などから借り
　　　　入れるお金のこと

グラフ①　歳入

グラフ②　歳出（目的別）

グラフ③　歳出（性質別）

歳出合計
65億4,290万円

衛生費
6億4万円　9.2％

農林水産業費
3億4,028万円　　
5.2％

商工費
6,620万円
1.0％

土木費
4億7,849万円
7.3％

消防費
2億7,201万円
4.2％

教育費
6億8,444万円
10.5％公債費

5億9,006万円
9.0％

民生費
25億6,579万円
39.2％

総務費
8億1,402万円
12.4％

議会費
1億1,954万円　1.8％

その他
1,203万円　　0.2％
その他の内訳
災害復旧費　203万円
諸支出金　　　 1千円
予備費　　1,000万円

歳入合計
65億4,290万円

依存財源
44億867万円　67.4%

自主財源
21億3,423万円　32.6%

地方交付税
23億7,000万円
36.2%

国庫支出金
7億388万円　10.8%

県支出金
6億1,672万円　9.4%

町債
3億6,610万円　5.6%

町税
13億9,157万円
21.3%

分担金及び負担金
8,215万円　1.3%

使用料及び手数料
1億7,238万円　2.6%

繰入金
3億5,406万円　5.4%

繰越金
6,851万円　1.0%

その他交付金
3,197万円　0.5%

地方消費税交付金
2億5,000万円　3.8%

地方譲与税
7,000万円　1.1%

その他
6,556万円　1.0%
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入歳

特別会計予算特別会計予算

出歳
ま 予算ちの 平成27年度の予算が決まりました


